
～有機農業を広げる妥当性と必要な支援～
有機農業白書 vol.�

����



1 

 

有機農業白書 Vol. 0 〜有機農業を広げる妥当性と必要な支援〜 

Organic Agriculture White Paper Vol. 0: Assessing the Validity of Expanding Organic 

Agriculture and its Required Support 

 

 

目次 

１．はじめに 3 

２．有機農業の拡大は環境持続性向上に貢献するか？ 4 

２．１．環境持続性を理解する 4 

２．１．１．持続性の概念 4 

２．１．２．環境持続性を評価する 4 

２．２．有機農業の環境負荷 5 

２．２．１．環境負荷をどう定義するか？ 5 

２．２．２．有機農業の環境負荷：これまでの理解 6 

２．２．３．有機農業の環境負荷：2023 年出版の論文 7 

２．３．農業と生物多様性 8 

２．３．１．有機農業が良いとは単純には言えない 8 

２．３．２．日本の文脈でどうなのか？ 9 

２．４．有機農業の有効性 10 

２．４．１．日本では有効 10 

２．４．２．肉食削減と有機農業拡大の相乗効果 12 

２．５．有機農業の在り方を考える 13 

２．５．１．背後にある思想 13 

２．５．２．政府は「近代の徹底」を重視 15 

２．５．３．「近代の改変」の可能性 15 

３．有機農業が広がりにくい要因は何か？ 17 

３．１．広がらない有機農業 17 

３．２．問題の全体像と焦点 18 

３．２．１．全体を見るための理論的枠組み 18 

３．２．２．本章の焦点 19 

３．３．供給側の外的障害 20 

３．３．１．有機農業の難しさ 20 

３．３．２．「就農のための情報収集」の段階 21 

３．３．３．「就農への具体的な準備」の段階 23 



2 

 

３．３．４．「就農後」の段階 24 

３．４．外的障害軽減への支援策 25 

３．４．１．「就農のための情報収集」の段階 25 

３．４．２．「就農への具体的な準備」の段階 26 

３．４．３．「就農後」の段階 26 

３．５．今後必要な調査 28 

 

  



3 

 

１．はじめに 

この白書は、環境負荷の小さい農業を広めるためのものだ。有機農業は環境負荷が小

さいと見なされているが、日本では広まっていない。有機農地の面積は、全耕地面積の

1%以下だ。しかし農林水産省は、2021年に策定した『みどりの食料システム戦略』の

中で、有機農業の取組面積を 2050年までに 25%（耕地面積比）に上げるという目標を

掲げた（農林水産省，2021a）。 

国際的な変化に、足並みをそろえた形だ。近年、世界の有機農地の面積は大きく増加

しており、現在は 20年前の約 5倍である（Reganold and Watcher, 2016; Willer et al., 

2023）。この変化を先導する欧州連合は、2030年までに有機農業の農地面積割合を

25％にする計画だ（European Commissions, 2020, 2023）。他の国々（アルゼンチン、イ

ンド、メキシコなど）も、有機農業を広げる政策を実施している（Willer et al., 

2023）。 

しかし、そもそもこの目標は妥当なものだろうか？ 有機農業は本当に環境に対して

良いのだろうか？ ゴールを妥当と感じられなくては、そこへ向かう気持ちもゆらいで

しまう。 

さらに、もしゴールが妥当なのだとしても、そのゴールに向かうための地図がない。

ゴールがどっちにあるのかもわからないし、その道中にどんな困難が予想されるのかも

わからない。これでは、前に進もうにも進むことができない。 

この白書は、ゴールの妥当性を検討し、ゴールに行くための地図を作ることを目指

す。より具体的には、２章で「有機農業の拡大は環境持続性向上に貢献するか？」を検

討し、３章で「有機農業が広がりにくい要因は何か？」を検討する。 

この白書で行われる検討の結果は、暫定的なものにすぎない。答えを先に言ってしま

うことになるが、今得られる情報からすると、ゴールは妥当そうに見える（２章）。し

かし、今後新しい情報が得られれば、妥当性を再検討することも必要になるだろう。 

ゴールへの地図も未完成である（３章）。これは、まだゴールに到達した人がいない

ので、当然である。少しずつ前に進みながら、得られた情報をもとに地図を描き換えて

いくほかない。本白書では、まだ地図作りの方針を決めて、地図の一部を描き始めたに

すぎない。それでも、本白書の提供する地図は、系統的な試行錯誤を可能にし、情報集

積を助けてくれるはずだ。 

系統的な試行錯誤と情報集積には、読者のみなさんの力が必要だ。みなさんがお持ち

の情報を提供してくだされば、地図はどんどん精度を上げて、使えるものになってい

く。そうなるように願いを込めて、坂ノ途中はこの白書を作っている。 
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２．有機農業の拡大は環境持続性向上に貢献するか？ 

２．１．環境持続性を理解する 

２．１．１．持続性の概念 

本章のテーマは、「有機農業の拡大は環境持続性向上に貢献するか」だ。この問いを

考えるにあたって、まず持続性の定義が必要となる。 

持続性とは何か？ この問いに答えるには、持続的なものを見てみるのが早道だ。持

続的なものとして、人体を考えよう。毎日、体の一部は死んでいく一方で、新たに作ら

れる部分がある。この二つの働きが釣り合う（平衡する）ことによって、人体は持続し

ている。 

同じことが環境についても当てはまる。人間は自然から資源を獲得して生活してい

る。その獲得速度が自然の再生速度を上回ると、資源が欠乏する。石油や鉱物資源の埋

蔵量が減ってきているが、これが資源欠乏の例である。 

また、人間は自然から獲得した資源をすべて使い切ることができず、残余を環境に放

出する。残余放出の速度が、自然による分解速度を超えてしまうと、汚染が起きる。代

表例としては、工場・生活排水により、湖沼の窒素・リンが過剰になる（富栄養化）な

どがある。また、気候変動も二酸化炭素汚染の結果と見ることができる。 

このように、持続性とは「平衡状態が保たれていること」を意味する。その状態を達

成するには、人間の資源獲得と残余放出が、それぞれ自然の再生速度と分解速度を上回

ってはいけない。 

 

２．１．２．環境持続性を評価する 

持続性の定義を理解した上で、今の世界の環境持続性を評価してみよう。評価の際に

重要なのは、全体を見ることである。「全体を見る」というのは、「分野横断的に見

る」という意味と、「空間全体を見る」という意味の２つがある。 

まず「分野横断的に見る」の方から説明しよう。例えば、気候変動に対応するため

に、化石燃料をバイオマス燃料に代替したとする。そうすると、温室効果ガスの排出量

は減る。しかし、バイオマス燃料の調達のために、森林が伐採されるかもしれない。そ

うなると、生態系の健全性という別の分野において持続性が低下する。だから、持続性

を考えるときに、異なる分野を同時に見ることが大事だ。 

つぎに「空間全体を見る」である。日本国内では、大気汚染がこの数十年で改善し

た。しかし、この改善の一部は、日本にあった工場が周辺国（中国など）に移ったこと

による。大気汚染は、なくなったのではなく、周辺国に移っただけかもしれない。この

ように、持続性を評価するときに、地球スケールで見ることが大事だ。また、国スケー

ルで見る必要がある場合には、国際貿易を考慮する必要がある。 

以上の「分野横断的に見る」「空間全体を見る」の両方の視点で評価可能な持続性指

標として、「地球の限界」（Planetary Boundaries）がある（Richardson et al., 2023）。
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「地球の限界」は、気候変動、生態系の健全性、土地利用変化など、９つの分野を考慮

している。「地球の限界」は地球スケールで使われることが多く、国家スケールで使わ

れる場合には国際貿易が考慮される。このような利点により、「地球の限界」は持続性

評価において広く使われている。農業分野における使用例としては、Willett et al. (2019)

などがある。 

「地球の限界」を使って、地球スケールの持続性を見た場合、６つの分野で持続性が

保たれておらず、とくに以下の４分野が深刻である。 

• 気候変動 

• 生態系の健全性 

• 土地利用変化 

• 新規化学物質の出現 

 

重要なのは、農業（とくに近代農業）はこの４分野に深くかかわっていることであ

る。農業は温室効果ガスの主要排出源であり、また森林など自然生態系の改変を伴うた

め、気候変動、生態系の健全性に影響してきた（Oritz et al., 2021）。とくに近代農業

は、化学肥料の投入により窒素・リン循環を改変してきたし、農薬使用により、生態系

の健全性、新規化学物質の出現に影響してきた（Stevens, 2019）。従って、人類が持続

的に暮らす上で、農業のあり方を変えることが必要だ（Willett et al., 2019）。 

 

２．２．有機農業の環境負荷 

２．２．１．環境負荷をどう定義するか？ 

いよいよ本題に入る。有機農業は慣行農業に比べて環境負荷が小さいのか？ 

この問いを調べるためのもっとも一般的な方法は、ライフサイクルアセスメント

（LCA）である。例えば、気候変動の視点から、有機農業と慣行農業の環境負荷を比較

するとしよう。この場合、農地で排出される温室効果ガスの量を比較するだけでは足り

ない。なぜなら、肥料や資材の生産のために発生した温室効果ガスなどが考慮されない

からである。LCAは「ライフサイクル」という名の通り、肥料や資材の生産なども含

めた全行程における温室効果ガス発生を考慮する。よって、有機農業と慣行農業の環境

負荷を包括的に比較できる。 

有機農業と慣行農業の比較に LCAを使うとして、次に考えるのは、比較を行う際の

単位だ。この単位がとても重要である。例えば、同じ面積の有機農地と慣行農地を比較

し、気候変動の観点から、有機農地の方で環境負荷が小さかったとしよう。しかし、こ

の結果を「慣行農業より有機農業の方が、環境負荷が低い」と解釈するのは早計であ

る。というのも、有機農業は土地生産性が慣行農業より低いからである。つまり、有機

農業は慣行農業と同じ収量をあげるために、より多くの農地が必要となる（Tuomisto et 

al., 2012; Seufert and Ramakutty, 2017）。従って、有機農業と慣行農業の環境負荷を比較
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するためには、単位収量当たりで比較しなければならない。実際、近年の研究の大部分

は、単位収量当たりでの比較を行っている（Clark and Tilman, 2017; Boschiero et al., 

2023）。 

では、LCAを使って、適切な単位により比較をすれば、「有機農業と慣行農業の環

境負荷が小さいのか」という問いに答えを出すことができるのか？ まだできない。有

機農業と慣行農業の環境負荷を LCAによって比べた研究は多い。しかし、結果は研究

ごとに大きくばらつき、一般解が存在しない（例えば、Meier et al., 2015）。もちろ

ん、ばらつきが大きいというのは重要な知見である。つまり、「有機農業」と言っても

いろいろなものがあり、すべてが良いわけではない。 

しかし、ばらつきが大きいとはいえ、「典型的な場合に、有機農業と慣行農業のどち

らで環境負荷が小さいのか」は調べることはできる。こういう大きな視点に立った解析

が、政策決定においては重要である。この重要性が広く理解されているので、過去の

LCAによる研究事例を集めて、典型的な場合に言えることを探る研究がこの１０年く

らい行われてきた（Tuomisto et al., 2012; Clark and Tilman, 2017; Boschiero et al., 2023）。

このような研究を「メタ解析研究」と呼ぶ。 

 

２．２．２．有機農業の環境負荷：これまでの理解 

これまでのメタ解析研究によると、有機農業の環境負荷はしばしば慣行農業よりも大

きい。これが、現在までの学術界の一般的理解である。この理解の形成にもっと重要な

役割を果たしたのは、Clark and Tilman (2017)によるメタ解析研究である。この研究は、

論文出版直後から広く学術界の注目を集め（例えば、Lancet Planetary Health, 2017）、

その後の有機農業に関する研究でも頻繁に引用されている（ Meemken and Qaim, 2018; 

Giampieri et al., 2022）。加えて、この研究は農業政策の提案や食品選択にも広く使われ

ている（Ritchie, 2017; Rogissart et al., 2019; Purnhagen et al., 2021; Lazzaris, 2022; Lieb, 

2022）。 

このように、Clark and Tilman (2017)の研究は非常に重要なので、簡単に紹介しよう。

この研究は、過去に広く調べられてきた４つの環境負荷に注目している。その４つと

は、エネルギー消費、気候変動、土壌酸性化、富栄養化である。メタ解析の結果は表２

－１のようなものであった。数値は、有機農業によって生じる環境負荷である。例え

ば、エネルギー消費の数値（-15%）は、有機農業が慣行農業に比べてエネルギー消費

が 15%低いことを意味する。対して、富栄養化の数値（+37%）は、有機農業が慣行農

業に比べて、富栄養化を引き起こす可能性のある物質の投入量が 37%高いことを意味

する。 

典型値を見る限り、有機農業が慣行農業よりも、環境負荷の点で優れているとは言え

ない。有機農業は、エネルギー消費と気候変動の点で環境負荷が小さかったが、土壌酸

性化と富栄養化の点で、むしろ環境負荷が高かった。このような結果をもとに、Clark 
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and Tilman (2017)は慣行農業の有機農業への転換は、環境負荷を下げるうえであまり有

効でないと主張している。さらにこの研究は、作物別の環境負荷についても調べてい

る。野菜についてみてみると、４つの環境負荷のいずれも、有機農業の方が慣行農業よ

り大きかった。 

 

表２－１．有機農業の環境負荷。慣行農業に対して何％大きいか。負の値は、有機農

業の環境負荷が慣行農業より小さいことを意味する。 

 Clark and Tilman (2017) Boschiero et al. (2023) 

環境負荷の種類 環境負荷（典

型値） 

サンプル数 環境負荷（典

型値） 

環境負荷（Q1, 

Q3）* 

サンプル数 

エネルギー消費 -15% 33 -15% -42%, +23% 67 

気候変動 -4% 44 -20% -59%, +14% 121 

土壌酸性化 +13% 26 -9% -49%, +39% 75 

富栄養化 +37% 20 -3% -43%, +32% 122 

環境への毒性   -40% -83%, +1% 105 

人体への毒性   -14% -55%, +22% 74 

電離放射線   +30% -19%, +108% 26 

オゾン層破壊   -22% -70%, +5% 40 

微小粒子物質   0% -39%, +17% 25 

光化学オゾン   +2% -29%, +22% 60 

物質消費   -52% -85%, +14% 41 

水消費   -10% -81%, +58% 39 

*Q1、Q3 はデータのばらつきを表現するパラメータ。それぞれ、小さい方から 1/4、3/4 に当たるデータ

の値を意味する。Q1 と Q3の間の範囲に、1/2 の中間的なサンプルが分布する。 

 

２．２．３．有機農業の環境負荷：2023年出版の論文 

しかし、最近出版されたメタ解析研究の論文（Boschiero et al., 2023）は、Clark and 

Tilman (2017)と異なる結果を報告している。Boschiero et al. (2023)によれば、前述の４つ

の環境負荷について、有機農業の方が小さかった（表２－１，付録１）。Boschiero et 

al. (2023)は、上記４つのほかに８つの環境負荷についても調べているが、そのうち７つ

において、有機農業の方が慣行農業より環境負荷が小さかったことを報告している1。

この結果からすると、有機農業の拡大は環境負荷の軽減に貢献することになる。 

 
1 電離放射線についてのみ、有機農業で環境負荷が目立って高かった。電離放射線の環境負荷

とは、いわゆる放射線による被爆のことのようだ。慣行農業で使われる化学肥料も、有機農業

で使われる堆肥も、放射性物質を含んでいる（Ghosh et al., 2007）。Boschiero et al. (2023)の結果

が意味することは、後者による被爆の程度が前者よりも平均的に大きい、ということだ。それ

による被爆が、どの程度重要であるかは、今のところよくわからない。ただ、電離放射線の環

境負荷に関する事例が 26と少ないので（気候変動は 121）、現段階ではあまり重要とみなされ

ていないのかもしれない。 
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このように、Boschiero et al. (2023)と Clark and Tilman (2017)で異なる結果が得られた

が、Boschiero et al. (2023)は相違の原因について解析していない。そこで、筆者らは

Boschiero et al. (2023)と Clark and Tilman (2017)の元データを取得し、再解析をしてみた

（詳細は付録２）。分かったのは、この相違が典型値の計算方法とサンプル数の違いに

よる、ということであった。今後は、より適切な計算方法、より多くのサンプル数を使

っているのは Boschiero et al. (2023)の結果をもとに、学術認識を改める必要がある。 

では、Boschiero et al. (2023)の結果をもとにすると、作物ごとの環境負荷はどうなる

のか？ 筆者らが計算したところ、表２－２のようになった。この計算結果も、Clark 

and Tilman (2017)のものと大きく異なる。例えば、表２－２では、野菜の環境負荷はマ

イナス、ないしゼロ程度である。一方、Clark and Tilman (2017)では、４つの環境負荷の

いずれにおいても、プラスであった。 

有機農業の環境負荷について、作物の違いだけでなく、地域差もあるかもしれない。

このことは Boschiero et al. (2023)も指摘している。しかし現状ではサンプル数が少な

く、地域ごとの環境負荷について論じることはできない。本来は、日本や気候の似てい

る東アジア地域だけで、各作物について５０サンプルくらいあるのが理想的だ。しか

し、現状得られるサンプル数は、理想に遠く及ばない。今後の研究を促すために、現時

点で得られる日本のデータを表にまとめた（付録３）。筆者らの調べた限りでは、現時

点で得られる日本のサンプルは２０だけだ。このうち穀物（コメ）が９，豆類が３，穀

物や豆類の輪作が７，野菜が１である。 

もう少し広く、東アジアのデータを収集してみても、追加で得られたのは１２事例に

とどまる（Liu et al., 2010; Zhang et al., 2015; Lin and Fukushima, 2016;  He et al., 2018; Zhu 

et al., 2018; Lee and Choe, 2019）。今後、内外の研究者によって、より多くの研究がな

されることを期待する。 

 

表２－２．作物ごとの有機農業の環境負荷（慣行農業に対して何％大きいか）。カッ

コ内はサンプル数。Boschiero et al. (2023)のデータをもとに筆者らが計算。 

環境負荷の種類 穀物 野菜 豆類 果物 

エネルギー消費 +3% (10) -12% (8) -2% (8) -19% (35) 

気候変動 -11% (10) -21% (23) -13% (16) -25% (23) 

土壌酸性化 +83% (10) -7% (13) -8% (9) -24% (37) 

富栄養化 +31% (11) +4% (26) +12% (16) -18% (59) 

 

２．３．農業と生物多様性 

２．３．１．有機農業が良いとは単純には言えない 

次に、２．２で検討していなかった生物多様性について考えよう。農業は生物多様性

とのかかわりが強い。あまり認識されていないが、現在の生物の絶滅速度は、過去５回
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あったとされる生物大絶滅期と同程度である。そして、現在の生物絶滅の最大の要因

は、農地拡大による土地利用変化である（Tilman et al., 2017）。 

農業による生物多様性への負の影響を減らすことは重要だ。有機農業は、そのための

一つの方策とみなされている（例えば、Willer et al., 2023）。実際、生物の種数を有機

農地と慣行農地で比較した研究は多くあり、ほとんどの場合、有機農地で生物の種数が

多かった（Lori et al., 2017; 池田，2020a, b; Smith et al., 2020; Gong et al., 2022）。国内で

は、とくに有機水田と慣行水田の比較が多く行われている（池田，2020b）。その結果

によると、有機水田は慣行水田よりも、鳥類、昆虫類、植物のいずれにおいても生物多

様性が高く、希少生物（絶滅危惧種、準絶滅危惧種）も多くいる。 

ただし、こうした結果から直ちに、有機農業は慣行農業よりも生物多様性にとって良

いと判断してはいけない。前に触れたように、有機農業は慣行農業よりも土地生産性が

低く、より多くの土地を必要とするからだ。この土地を確保するために、森林などの自

然生態系が農地化されるかもしれない（Tscharntke et al., 2013; Meemken and Qaim, 2018; 

Clark, 2020 ）。 

従って、有機農業と慣行農業のどちらが生物多様性によいかは、文脈に依存すること

になる。例えば、すでに農地拡大のための森林伐採が問題となっており、今後も人口増

加などにより農地拡大が必要となる地域では、有機農業にこだわるのではなく、慣行農

業で土地生産性を上げる方が、おそらく合理的だ（Tilman et al., 2017）。 

 

２．３．２．日本の文脈でどうなのか？ 

では、現在の日本の文脈ではどうなのか？ 日本は人口が減少しつつあり、農地も減

ってきている。日本の農地面積は 1960年に約 600万 haだったが、2021年には約 435万

haに減少しており、今のところ回復の兆しは見られない（農林水産省，2021b）。その

一方で、耕作放棄地が増加しつづけている。よって、有機農業が拡大するとしても、耕

作放棄地が減るくらいであり、森林などの自然生態系が新たに破壊される可能性は小さ

い。このことから、有機農業の拡大が生物多様性に負の影響を及ぼすとは考えにくい。 

それでも、有機農業を拡大するよりも、慣行農業を続けて余剰農地を森林化する方が

生物多様性にとってプラスではないか、という反論もあり得る。しかし、この反論は

「森林の方が農地よりも生物多様性にとってよい」と仮定している。この仮定は、いつ

も成り立つとは限らない。日本を含め、古くから農業がおこなわれてきた地域では、多

くの生物が、自然生態系（森林など）と農地がモザイク状に分布する土地利用に適応し

ている（Katoh et al., 2009; Kadoya and Washitani, 2011; Katayama et al., 2014, 2015; 鷲谷, 

2022）。従って、生物多様性にとって重要なのは、森林面積よりも、森林と農地の配置

である場合が少なくない（Fahrig et al., 2011; Batary et al., 2020）。実際、耕作放棄によ

るモザイク状土地利用の減少が、生物多様性の減少を引き起こしている、という報告も

日本でなされている（松村ら, 2014; Katayama et al., 2015; 片山ら, 2021）。このことが意
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味するのは、「森林面積が増えることが生物多様性にとって一番良い」と仮定するのは

単純すぎる、ということだ。農地などによるモザイク状土地利用によって保たれる生物

多様性も存在するからだ2。 

一方で、同様に重要なのは、モザイク状土地利用がいつも生物多様性にプラスに働く

とも限らない点だ。実際、モザイク状土地利用よりも一様な土地利用を好む種も存在す

る（Katayama et al., 2014; 森田ら, 2023）。また、耕作放棄が生物多様性にプラスの影響

を与えた地域もある（大澤, 2017）。つまり、自然は複雑で、単純な一般化は難しい。 

以上から、生物多様性に関する筆者らの結論は、次のようになる。まず、今の日本の

状況下では、有機農業の拡大が生物多様性に負の影響を与える可能性は低い。しかし、

土地利用変化の生物多様性への影響は予測が難しい。よって、有機農業の拡大などの土

地利用変化が起きている地域では、生物相モニタリングのデータをもとに、土地利用変

化の生物多様性への影響を継続的に評価し続けることが望ましい。 

 

２．４．有機農業の有効性 

２．４．１．日本では有効 

以上のような理屈から、日本の現在の文脈において、有機農業の拡大は環境負荷の軽

減に対して好ましい、と筆者らは考えている。一方で、環境負荷を軽減するには、一般

に肉食を減らす方がずっと効果的だ、という主張もある。食肉生産の方が、穀物・野菜

などの植物性農産物の生産に比べて、ずっと環境負荷が大きいからである（Clark and 

Tilman, 2017; Willett et al., 2019; Clark et al., 2022）。 

筆者らも、肉食を減らす方が有機農業拡大よりも、環境負荷を大きく軽減すると考え

る。それでも、日本において有機農業を拡大すべきと考えるのは、以下の二つの理由に

よる。 

第一は、日本の文脈では、有機農業の拡大による環境負荷軽減も無視できないことで

ある。ここで注意すべきは、日本は高所得国の中で、肉の消費量が最低だということ

だ。「高所得国の中で」という限定の範囲内では、日本は肉の消費量を低く抑えること

に成功している（Rappleye et al., 2024）。その点で、欧米のように肉の消費量が大きい

国と事情が異なる。 

 
2 「モザイク状土地利用」の話は、生態学的だけでなく、思想的にも重要だ。なぜなら、農地

を森林などの自然生態系と対立的に捉える発想を、乗り越えようとしているからだ。つまり、

農地を自然生態系から切り離して考えるのではなく、むしろ「農地を自然生態系に近づけてい

く」と発想している（Kremen and Merenlender, 2018）。このような発想は、日本では「里山」

という概念に認められるし、最近英語圏でよく使われる regenerative farmingや agroecologyなど

の概念にも認められる（Takeuchi, 2010; McGreevy et al., 2022）。 
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この点について、定量的データを使って説明しよう。Koide et al. (2021)は、生活様式

の変化によるカーボンフットプリント削減量を、フィンランドと日本について計算して

いる。カーボンフットプリントは、温室効果ガスの排出量であるが、ライフサイクルア

セスメント（LCA）と同じように、全工程の排出量を総計したものである。図２－１

は、Koide et al. (2021)の計算結果を、筆者らが計算した有機農業によるカーボンフット

プリント削減量と比べたものである。有機農業によるカーボンフットプリント削減量の

計算では、国民が消費する植物性農産物が、すべて有機になった場合を想定している。

この想定のもと、植物性農産物の生産に関わる現在のカーボンフットプリント（IGES, 

2021の Annexes p.16–19に掲載）が 20%減少すると仮定した。その 20%という値は、慣

行農業と有機農業の気候変動に関わる環境負荷の違いである（Boschiero et al., 2023; 表

２－１）。 

フィンランドのように、もともと肉の消費量が大きい国では、完全菜食化（国民全員

が肉食をやめて完全菜食）で、カーボンフットプリントが大きく削減される（890 

kgCO2eq /人・年，図２－１a）。一方、有機農業による削減量は 40 kgCO2eq /人・年に

過ぎない。つまり、菜食化の方が有機農業よりも 24倍効果的だ。そのほか、乳製品を

代替製品（豆乳など）にする場合や、牛肉から鶏肉・魚へ切り替える場合も、有機農業

に比べて、10倍程度効果的だ。 

しかし日本の場合、完全菜食化による削減量が 340 kgCO2eq /人・年と相対的に小さ

い（図２－１b，縦軸のスケールが図２－１aと異なることに注意）。有機農業による

削減量は 100 kgCO2eq /人・年なので、依然として菜食化の方が効果的であるが、その

違いは 3.4倍で、フィンランドの 24倍と大きく異なる。日本では、乳製品を代替製品

にする場合や、牛肉から鶏肉・魚へ切り替える場合の削減量も小さい。これらの効果

は、有機農業の場合のそれぞれ 1.3倍、2.1倍である3。 

 

 

 
3 ここでの削減量の計算は、非現実的な仮定に基づいている。完全に肉食を排して菜食化する

ことも、すべての慣行農業を排して有機農業にしてしまうことも、現実的でないし、おそらく

好ましくもない。しかし、こういう非現実的な場合について計算をしてみることで、さまざま

な生活様式の変化がどのくらい環境負荷削減に貢献し得るかを、ポテンシャルとして評価でき

る。こういうポテンシャルの評価は、個人や社会の意思決定を助けてくれる。 
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図２－１．生活様式の変化によるカーボンフットプリントの削減量。(a)フィンランド

と(b)日本。元データは Koide et al. (2021)。有機農業のデータは、筆者らが独自に計算。

各生活様式の変化の詳細は、IGES (2021)の Annexes p. 27–29 に説明されている。 

 

２．４．２．肉食削減と有機農業拡大の相乗効果 

有機農業の拡大が重要な第二の理由は、有機農業の拡大と肉食の削減の間に、相乗効

果がありそうだからだ。環境によい行動（以下、向環境行動）を一つした人は、その後

に別の向環境行動も始める傾向にある。この傾向のことを、学術的に spilloverと言う

（Maki et al., 2019; Geiger et al., 2021）。一つの向環境行動が、別の向環境行動に「吹き

こぼれる（spillover）」ように見えるからだ。Spilloverが起きるのは、人の行動が互い

に独立ではなく、一貫性があるためである（Lorenzen, 2012; Lacasse, 2019; Komatsu et 

al., 2022b）。 

この向環境行動間の相乗効果は、特定の条件下で強くなると考えられている

（Lacasse, 2019; Geiger et al., 2021）。その条件の一つは、「向環境行動間に相似性があ

る」というものである。肉食削減と有機農業は、ともに農業・食品という同一分野の話
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であるし、どちらも気候変動などに対して正の影響を持つ。従って、有機農業を広げ

て、有機農産品の消費を促進することが、肉食の削減につながるかもしれない。 

もちろん、いつも高い相乗効果が得られるわけではないので、相乗効果を高める努力

が必要だ。例えば、日本では、肉食と環境の関係について社会認識が十分でないので

（Ipsos Global Advisor, 2023）、社会認識を高める努力が必要だ。また、相乗効果を高

めるためには、メッセージの出し方も重要である。脅迫的なメッセージや、個人の利益

を強調するメッセージ（「慣行野菜は危険だ、安全な有機野菜を食べよう」）は、相乗

効果を阻害する可能性がある（Geiger et al., 2021）。 

以上をまとめると、次のようになる。肉食削減の方が有機農業よりも環境負荷の削減

効果は高い。しかし、日本において、有機農業の削減効果も決して小さくはない。さら

に、肉食削減と有機農業の間に相乗効果があるのだとすると、「有機農業拡大と肉食削

減のどちらが有効か」を問うよりも、両者を含めて「どのような食生活・食文化を作っ

ていくのか」を問う方が建設的だ。これが筆者らの現時点での考えである。 

 

２．５．有機農業の在り方を考える 

２．５．１．背後にある思想 

以上のように、筆者らは、日本において、有機農業の拡大が環境負荷軽減に貢献する

と考えている。一方で、有機農業と一口に言っても、その在り方はさまざまである。こ

の点を検討し、本章の結びとしたい。 

有機農業の在り方を整理して理解するために、まず「近代」という概念を導入する。

そして、有機農業の取り組みを、「近代の徹底」「近代の改変」という二つの思想的方

向性から理解する。 

まず「近代」という概念だが、「自然による制限から自由になろうとする思想、ある

いは、その思想が主流であった時代」と定義する。人間は自然がなくては生きられな

い。しかし、自然に合わせて自らの自由（欲望・必要など）を制限するのではなく、自

然を技術的に制御することで、人間の自由を実現しようとする。これが近代である。例

えば、近代国家は電気・ガスなどのインフラを整えた。電気やガスによって、人間は、

昼夜のサイクルや季節から自由になった（鈴木，2013; Rappleye and Komatsu, 2016）。 

さて、「近代」という言葉を使うなら、日本で 1960年代以降、農業における近代性

が高まった。人間は自然よりも高い階層に存在し、自らの要求に合わせて、自然を技術

的に制御する、という考え方である。例えば、人間がいつでも食べたいものを食べられ

るよう、農地に対して、化学肥料や農薬の投入などが行われるようになった（図２－２

a）。ここでの農地（自然）は、人間の要求をひたすら受動的に受け入れる点で、自律

性を認められていない（Plumwood, 1993）。 

しかし、環境問題が認識されるようになると、農業がその環境負荷（温室効果ガス排

出や土壌・作物汚染）によって、再び人間の自由を制限するものとして見えてくる。こ
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の問題への対処として、２つの方向性がある。「近代の徹底」と「近代の改変」であ

る。 

「近代の徹底」という方向性から有機農業を考えてみよう。この場合の有機農業は、

現行の農業の環境負荷に、制御の不徹底を見る。そして、より完璧な制御を実現するこ

とで、環境負荷を削減しようとする。この方向の実例は、植物工場での農作物の生産で

ある。植物工場では、露地では制御されない光・温度・湿度も制御され、そのことを通

じて、環境負荷の削減も図られる。 

一方、「近代の改変」という方向の場合は、人間と自然の階層構造（図２－２a）を

改変することが目標となる。人間の要求は依然として存在するものの、人間の要求と自

然の摂理の間での折り合いが求められる（図２－２b）。ここに存在する自然は、ただ

人間の要求を受動的に受け入れるものではなく、自らの摂理を持った自律的なものであ

る。「近代の改変」の方向の実例としては、ボックススキームがある。ボックススキー

ムとは、生活者が、農家からその時々に採れた野菜を、定期的に送ってもらうサービス

のことである。坂ノ途中のサービス「お野菜セット定期便」も、その一例である。消費

者は野菜を選ぶことができず、むしろ送られてきた野菜に応じて自らを調整しなくては

ならない（山本，2020）4。 

 
 

図２－２．２つの思想的方向性。（a）「近代の徹底」と（b）「近代の改変」 

 
4 なお、「近代の改変」を過去への退行と捉えるのは誤りである。技術を捨てて前近代に戻ろ

うとしているわけではない。「近代の改変」を追求する場合にも、技術は重要な役割を果た

す。ただし、技術は図２－２aの構造を強化するのに使われるのではなく、図２－２aの構造を

図２－２bに近づけるのに使われるのである。 

(a)

(b)
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２．５．２．政府は「近代の徹底」を重視 

以上２つの対照的な方向性を紹介したが、筆者らは、どちらが好ましいかを問うつも

りはない。そもそも、これらの方向性は理念的なものであり、現実的な取り組みは、両

方の要素を持っている。また、未来はどうなるかわからないので、両方をバランスよく

追及しておくのがよい、というのが筆者らの考えだ。 

ただ、筆者らが見るところでは、日本政府は「近代の徹底」に重点を置いている。こ

れは、明治以降の日本が近代国家であったから、ある意味では当たり前のことかもしれ

ない。そうだとすると、政府以外で、「近代の改変」に重点を置く組織が存在するのが

望ましい。 

政府が「近代の徹底」に重点を置いていることは、日本有機農業学会（2021）や鈴木

（2022）などで指摘されている。両者はともに、農林水産省『みどりの食料システム戦

略』（以下、『戦略』）を批判的に検討している。ここでは、より包括的な批判を展開

している日本有機農業学会（2021）を見てみよう。 

日本有機農業学会（2021）は、『戦略』に対する専門的立場からの提言書である。提

言書はその冒頭で、『戦略』が「有機農業」を定義していないことを問題視する。提言

書によれば、「有機農業とは、ただ化学肥料を有機肥料に置き換えただけの農業（代替

型有機農業）ではな」い。そうではなくて、「有機農業」とは、農地生態系に本来備わ

っている自律性を尊重する農業のことだと言いたいのであろう。 

従って、提言書の論点は、筆者らが「近代」という概念によって上に説明してきたこ

とと同一である。提言の主張を、「近代」という言葉によって言い換えるなら、次のよ

うになる。すなわち、有機農業は「近代の改変」を目指すものであるはずなのに、政府

はこの点を見落とし、単に技術的な解決を目指している、という主張である。 

この理路に沿って、提言書は、『戦略』で想定されている「イノベーション」に疑義

を唱える。提言書は次のように言う。すなわち、『戦略』における「イノベーションは

人間が作物に直接働きかける技術が中心で、生態系の機能を向上させる技術は非常に手

薄」だ。つまり、自然（農地生態系）の自律性を認めない制御技術ばかりが注目されて

いることを問題視しているのである5。 

 

２．５．３．「近代の改変」の可能性 

以上、日本政府の進める農業政策が、「近代の徹底」の側に重点を置いていることを

確認してきた。一方、「近代の改変」の方に重点を置く組織も存在する。坂ノ途中も、

「近代の徹底」と「近代の改変」の２つで言えば、後者に重点を置いている。 

 
5 この観点からすると、慣行農業の枠内で「近代の改変」を目指すという方向性も、論理的に

存在する。つまり、化学肥料や農薬を使いつつも、自然の自律性を認める方向に農業をシフト

させていく、という方向性である。 
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「近代の改変」に重点を置く組織の存在が重要なのは、歴史的経緯からすると「近代

の徹底」によって持続性が達成されるか、疑わしいからだ。人類は環境問題に対して、

主に「近代の徹底」によって対応しようとしてきた（内山，2014；Rappleye and 

Komatsu, 2020; McGreevy et al., 2022; Komatsu et al., 2023）。例えば気候変動について

も、人類は「問題を科学的に分析し、解決のための技術を開発する」ことで、主に対処

してきた。しかし、気候変動が解決される見込みは、今もって立っていない。気候変動

に科学者たちが気づいたのはおおむね 1970年代であり、1980年代後半に一般にも広く

知られるようになった。その後、IPCCが膨大な科学的知見を集積し、それをもとに技

術的解決が今も図られている。しかし、これまでに計測された温室効果ガス排出量の変

化を見る限り、技術的解決は期待されたほど機能していない（Hickel and Kallis, 2020; 

Vogel and Hickel, 2023）。各国は排出削減目標を掲げているものの、そのすべてが達成

されたとしても、2030年までに温室効果ガスの排出量が減少する見込みはない

（UNFCCC, 2022）。 

このような状況を見て、「近代的な発想自体に問題があるのではないか」という立場

が少しずつ力を得てきている。この立場の歴史は、決して短くない。この立場が学術界

で提案されたのは、1960年代から 70年代である（White, 1967; Naess, 1973）。提案者

は、哲学者や歴史学者などの人文学者たちであった。この立場は、その後 20年にわた

って人文学諸分野において深められ（Plumwood, 1993; 大森，1994）、2000年ごろから

社会科学諸分野に波及し始める。最初に反応したのは心理学者たちであった。心理学者

たちは、近代的な発想をする個人の方が、向環境行動をしないことを報告している

（Schultz, 2002; Mayer and Franz, 2004; Restall  and Conrad, 2015）。現在では、近代的な

発想の強さは、個人の向環境行動だけでなく、より大きなスケール（国など）の環境負

荷に対しても影響していることが、明らかになりつつある（Komatsu et al., 2019, 2020, 

2021, 2022a; Uchida and Rappleye, 2024）。 

「近代の改変」という方向性の重要性を考えると、日本という国が、比較的最近に近

代化したことは幸いかもしれない。日本が近代的であったのは、長く見積もっても明治

から現在までのわずか 160年くらいである。近代が社会全体を覆ったのは、1960年代

以降のわずか 60年だ（Rappleye and Komatsu, 2016）。日本は近代の彫りが浅いのであ

る。実際、すでに近代的な発想から人々が離脱しつつあることが、統計データからもう

かがえる（見田，2018; Komatsu et al., 2022b; Komatsu and Rappleye, 2024）。その意味

で、日本は「近代の改変」という方向に開かれた国かもしれず、近代とは異なる思想に

基づいた社会を作ることができるかもしれない。  
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３．有機農業が広がりにくい要因は何か？ 

３．１．広がらない有機農業 

２章では、「有機農業の拡大は持続性向上に貢献するか？」という問いを考えた。

「有機農業の拡大」というゴールの妥当性を検討するためだ。その結果、現在の日本の

文脈においては、「有機農業の拡大は持続性向上に貢献する」という答えになった。つ

まり、ゴールは妥当ということだ。 

それを受けて、３章は、ゴールへの地図を描いてみようと思う。そのために、日本で

有機農業が広がりにくい要因を検討する。この検討を通して、有機農業を広げるための

手がかりが得られるはずだ。 

検討の原点として、まず、日本で有機農業が広がっていない現状を確認しておこう。

国際的文脈から見ると、日本の有機農地の面積割合（全耕地面積に対する割合）は、他

国に比べて低い傾向にある。日本の有機農地の面積割合は、国際統計によると 0.3%で

ある（2021年の値，Willer et al., 2023）。一方で、欧州連合では、この割合が 10%を超

える国も少なくない。例えば、オーストリア（27%）、エストニア（23%）、スウェー

デン（20%）、イタリア（17%）などがそうである。日本と気候的・経済的に似ている

東アジア高所得国にも、日本より有機農地の面積割合が高い国は存在する。韓国

（2.5%）や台湾（1.5%）である。日本は現在の有機農地面積が小さいだけでなく、そ

の伸びも小さい。最近 10年の有機農地の増加率は、日本の場合 13%にとどまる6。この

伸びは、韓国と台湾の伸びに及ばない（それぞれ 60%と 101%の増加，Willer et al., 

2023）。 

国内的文脈から見ても、やはり有機農業は広がっていない。日本の有機農地面積は、

有機 JAS認証を取得していないものを含めても、全耕地面積の約 0.6％（26.6千 ha）に

とどまる（2021年の値，農林水産省，2021b）。最近 10年間の増加面積も小さく（0.6

千 ha）、今後直線的に増加すると仮定しても、有機農地面積は 2050年に 4%（約 44千

ha）になるにすぎない。等比級数的な増加を仮定しても、結果はほぼ同様である。つま

り、今のままでは『みどりの食料システム戦略』の目標（2050年に 25%）は達成でき

ない。だからこそ、現状と問題点を把握して、構造的な変化を引き起こしていく必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 
6 国内統計によると 50%程度のようであるが（農林水産省，2022）、それでも韓国や台湾の数

値には及ばない。 
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３．２．問題の全体像と焦点 

３．２．１．全体を見るための理論的枠組み 

有機農業が広がらない要因は、数多くあるだろう。そうした要因を一つ一つ見ていく

ことは重要だが、まずは全体像を見てみよう。不正確でも全体像を捉えることは、有機

農業の構造的変化のために、優先度の高い事項を同定する助けとなる。 

筆者らは最初、全体像を把握するための理論的枠組みを既存研究に求めたが、適切な

ものを見つけられなかった。そこで、Kollmuss and Agyman (2002)の理論をもとに、自

ら理論的枠組みを作成した。既存研究に適切な枠組みを見つけられなかったのは、筆者

らの勉強不足によるものかもしれないが、構造的理由もありそうだ。既存研究の大部分

は、有機農業について、需要と供給の一方しか検討していない。これは、需要側と供給

側がしばしば異なる研究領域で調べられているためだ。需要側は主にマーケティングや

消費者行動の心理学などにおいて調べられており（Aschemann-Witzel and Zielke, 2017; 

Bosona and Gebresenbet, 2018）、供給側は主に農学諸分野において調べられている

（Jouzi et al., 2017; Łuczka and Kalinowski, 2020）。これが、全体像を把握できる理論的

枠組みが見当たらない主要な理由だと、筆者らは想像している。 

さて、理論的枠組みの説明に入る。もとにした理論（Kollmuss and Agyman, 2002）

は、人間の向環境行動（環境にとってよい行動）を妨げる障害を系統的に調べるための

ものだ。この白書の場合、向環境行動は、需要側において「有機農産物を買うこと」で

あり、供給側において「有機農業に取り組むこと」である（図３－１）。 

この理論的枠組みでは、向環境行動にかかわる障害を、外的なものと内的なものに区

別する。外的障害は、需要側だと、有機農産物の物理的・経済的入手可能性などである

（「有機農産物が近くのスーパーにない」「有機農産物の値段が高い」など）。これら

は、生活者の外部環境にかかわるものなので、外的障害とされる。外部障害で説明がつ

かない行動については、内的障害による説明を試みることになる。例えば、ある生活者

は、有機農産物が近くのスーパーで売っていても、値段が安くても、買わないとしよ

う。この場合、「その生活者は有機農産物についての知識が不足しているのではない

か」、あるいは、「その生活者の価値観と、有機農産物の背後にある価値観が、整合し

ていないのではないか」などを調べていくことになる。供給側の場合、外的障害は「有

機農産物を作る技術がない」「作っても売る方法を知らない」「売る方法を知っていて

も、結果として儲からない」などになる。これら外的障害によって説明されない行動

は、やはり内的障害による説明に回されることになる。 

この枠組みの利点は、さまざまなスケールに適用できるところだ。個人スケールに適

用すると、有機農産物を扱う企業にとって、有益な示唆が得られるかもしれない。例え

ば、「有機農産物を購入する人」と「しない人」を比較し、後者の行動を妨げている障

害を同定できれば、より多くの顧客を獲得する方法がわかるかもしれない。一方、地域

スケールや国スケールに適用すると、行政に対して有益な示唆が得られるかもしれな
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い。この場合、「有機農産物が広く買われている国・地域」と「そうでない国・地域」

を比較することになる。この比較では、個人スケールの比較とは異なり、国・地域ごと

の社会環境（制度・政策など）の影響が見えてくる。従って、得られた結果は、より効

果的な制度・政策設計につながる可能性がある。 

 

 
 

図３－１．問題の全体像 

 

３．２．２．本章の焦点 

筆者らの長期的目標は、この理論的枠組みを使って、相対的に重要な障害を同定して

いくことである。それにより、有機農業を広げるための有効な方策を知ることができ

る。 

ただし、今回の白書は、各障害の相対的重要性を検討しない。そのための十分な研究

が、現時点では得られないからである。加えて、筆者らが既存研究を十分に咀嚼できて

いない、という事情もある。従って、現段階で図３－１は描きかけの地図にすぎず、意

思決定にほとんど役に立たない。しかし、今後系統的に研究を行い、情報を効率的に集

積していくには役に立つはずである。 

さて、ここからは全体像を離れ、供給側の外的障害に焦点を当てていく。その理由

は、第一に現実的なものである7。坂ノ途中は、需要側より供給側の障害を取り除こう

 
7 本白書は供給側に注目するが、需要側も同様に重要なはずである（Rödiger and Hamm, 2015; 

胡，2020）。実際、需要側が欧州における有機農業の広がりの主要因であったと考える学者も

存在する（鈴木，2022）。おそらく農林水産省も需要側の重要性を認識しており、有機農産物

に対する生活者の意識について調査を行っている（農林水産省，2015）。また、国内におい

て、有機農産物に対する需要を喚起しようとする自治体の試みなども存在する（農林水産省，

2023b）。 
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としてきた企業である。供給側について、より多くの情報を持っている。供給側に外的

障害と内的障害があるが、そのうち前者に注目するのは、前者の方がより重要と考える

からだ。一般に、農業を構造的に変化させようとする場合、現役農家に働きかけるより

も、農業に関心を持つ若者に働きかけるのが有効と考えられている（Lampkin, 1999; 

Adamowicz and Szepeluk, 2016；農畜産業振興機構，2016）。そして、農業に関心を持つ

日本の若者は、おおむね内的障害をクリアしているようである。実際、日本最大の就農

イベント「新・農業人フェア」における参加者の意識調査によると、93%が「有機農業

をやりたい」、あるいは「有機農業に興味がある」と答えている（農林水産省，2013）
8。それにもかかわらず、後述の外的障害により、有機農業を諦めたり、離農したりし

ている、というのが、筆者らの見立てである9。 

一点注意が必要だが、以下の検討には、坂ノ途中の経験が反映されている。従って、

記述に偏りが出るのは避けられない。坂ノ途中の取り引きする農家の多くは、「新規参

入者（非農家出身で、土地を自ら借りるなどして就農した者）」である。しかし、新規

参入者は、新規就農者の一部でしかない。ほかに「新規自営農業就農者」（農家出身

で、別の職業から移る形で就農した者）と「新規雇用就農者（法人などに雇用される形

で就農した者）」がいる。また、坂ノ途中の取引農家の多くは、西日本に分布してい

る。筆者らはなるべく一般性を持った記述を心掛けるが、おそらく筆者らの記述が当て

はまらないケースも多く存在するだろう。そうしたケースについては、今後報告がなさ

れることを期待する。 

 

３．３．供給側の外的障害 

３．３．１．有機農業の難しさ 

有機農業の外的障害とは、一言に言えば次のようなものである。すなわち、「有機農

業には特有の難しさがあるにもかかわらず、その難しさを乗り越えるための知識・技術

が十分に提供されていない」、というものである。以下では、有機農業に特有の難しさ

について説明したのち、 ３．３．２以降、知識・技術が十分に提供されていない様子

を見ていく。 

有機農業に特有の難しさがあることは、データから示唆される。農林水産省（2017, 

2018）は有機農業と慣行農業への新規参入者の生計を調べている。それによると、有機

農業への新規参入者は、慣行農業への新規参入者よりも、就農初期に生計が成り立ちに

くい（図３－２）。 

 
8 新・農業人フェアの参加者の多数（65%）は、40歳未満である。参加者の 90%は、実家が農

家ではない（永井ら，2013）。 
9 新規参入者のうち、実際に有機農業を行うの２～３割にすぎない（農林水産省，2023a）。 
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有機農業の特有の難しさの中で最も重要なのは、文脈依存性の高さである。栽培にお

いては、化学肥料や農薬を使わないため、気象・土壌などの影響をより強く受けやす

い。販売においても、卸売市場を通さない市場外販売が主となるため、自らの栽培スタ

イルや地域の特性に合った独自の販路を築き上げる必要がある（Seyfang, 2006; 藤田・

波夛野，2017；農林水産省，2023a）。 

このような難しさにもかかわらず、それを乗り越えるための知識・技術が十分に提供

されていないのが現状である。その様子を、「就農のための情報収集」、「就農への具

体的準備」、「就農後」の各段階について見ていく。「就農後」については、就農後の

５年程度までに焦点を絞る。これは、この時期こそが、もっとも経営的に苦しい時期だ

からである10。 

 

図３－２．新規参入者のうち、農業所得で生計が成り立っている割合。農林水産省

（2017, 2018）のデータをもとに作成。 

 

３．３．２．「就農のための情報収集」の段階 

「就農のための情報収集」の段階では、有機農業について限られた情報しか得られな

い（表３－１）。就農を希望する人の情報収集は、行政などによる就農相談窓口の訪

問、JAや農業法人などが催す農業人フェアへの参加に始まるのが一般的だ。しかし、

 
10 図３－２で、時間の経過とともに、生計が成り立つようになっている。これは、各農家の経

営改善だけでなく、生計の成り立たない農家の離農にもよるものと思われる。ただし、この二

つの要因の相対的重要性については、離農者についてのデータはほとんど得られないので検討

できない。 
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ここで得られる情報の大部分は、慣行農業に関するものである。有機農業について情報

も存在しないわけではない。しかし、それらの情報をまとめて取得できる場所が少な

い。坂ノ途中の経験からすると、研修先で初めて、有機農業についての情報を得るよう

な人が少なくない11。 

最近は、有機農業についての情報を発信しようと、行政などが力を入れ始めている
12。歓迎すべき状況である。しかし、その情報へのアクセスは容易ではない。都道府県

は、有機農業指導員などの拡充を行っており、就農希望者が指導員に相談することが可

能になりつつある。しかし指導員は、もっとも身近な行政単位である市町村に、ほとん

ど配置されていない。 

 

表３－１．各段階における就農者の行動、直面する困難、可能な支援。 

就農者の行動 直面する困難 可能な支援 

就農のための情報収集   

・行政などによる相談窓

口を訪問、農業人フェア

などに参加 

・得られる情報の大部分は、慣行

農業に関するもの 

・適切な研修先のリストアップ 

・相談窓口と有機農業指導員など

の連携を改善 

   

就農への具体的な準備   

・研修先等で知識・技術

を学ぶ 

・知識・技術が栽培に偏る  

・営農計画作成 ・研修先などのやり方をそのまま

適用できない 

・文脈に合った助言のできるアド

バイザーを養成する 

・農地・居住地を探す ・隣接農家の理解を得なければな

らない 

・行政が空き農地情報を集約、ガ

イドライン作成 

   

就農後   

・文脈に合った栽培・販

売の探索 

・研修先や先輩農家のやり方で結

果が出ない 

 

・試行錯誤のための原理・原則の

提供 

・経験を共有できる場の設定（ク

ラスター化、オンライン） 

・販路開拓の労の軽減 ・有機農業者団体が近くにない。 

・流通業者を介した場合、必要と

される栽培技術レベルが上がる 

・戦略的栽培・販売のための基礎

情報がない 

 

・有機農業の特性に合った取引方

法の開発・普及 

・有機農産物の需給情報を開示 

 

 

 

 

 
11 そして、研修先は玉石混交であるため、有機農業で生計を立てるための知識・技術が十分に

得られるとは限らない（後述）。 
12 行政以外では、NPO法人有機農業参入促進協議会などが、有機農業に関する情報をまとめた

ウェブサイトを運営し、情報を発信している。 
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３．３．３．「就農への具体的な準備」の段階 

「就農への具体的な準備」の段階では、就農希望者は、資金の工面などを行いつつ研

修先を探す。そして、研修先で知識・技術を学びながら、営農計画を立てつつ、農地・

居住地を探す。 

研修の問題は、内容が栽培に偏りすぎて、販売などについての知識・技術が得られな

いことである（表３－１）。実際、坂ノ途中（2023）が有機農業従事者に対して行った

アンケート調査でも、このことが確認された（図３－３）。研修には、栽培に直接かか

わる項目（作付け計画、栽培技術、機械の操作など）が含まれる一方、栽培以外の項目

（投資・経営計画、経理・雇用などの事務作業、販路構築・拡大）は、必ずしも含まれ

ていない。これは、研修生と研修先の両者の事情によるものだろう。研修生は、そもそ

も栽培に興味があって農業を志していることが多い。一方、研修先は、安価な現場労働

力を確保したいと思っていることが多い13。その結果、栽培以外の項目が軽視されがち

となる。慣行農業でも、研修が栽培に偏りがちなのは同じかもしれない。しかし、慣行

農業では、販売の文脈依存性が有機農業に比べて低いため、大きな問題とならない。

JAを通した販売（主に市場内販売）を主に使うのなら、栽培さえきちんとできれば生

計を立てられる14。 

営農計画の作成においても、有機農業の文脈依存性の高さが問題となる。有機農業の

場合、研修先や先輩農家の栽培法がそのまま適用できない場合がある。有機農業は、気

象・土壌の影響をより強く受けるからである。販売についても同様である。市場外流通

では、各農家が独自に販路を構築するため、研修先や先輩農家と同じような販路構築が

常に合理的とは限らない15。従って、自らの置かれた文脈を深く考察することなしに営

農計画を立てても、「絵に描いた餅」になりやすい。 

農地確保についても、有機農業は特有の難しさがある（藤田・波夛野，2017）。これ

は、有機農業では農薬を使わないことにより、虫害や雑草の被害を受けやすいためであ

る。従って、有機農業の就農希望者は、隣接する慣行農家の理解を得なければ農地を借

りられない。隣接する慣行農家の理解が得られないと、有機農家は、周囲に慣行農家の

いない土地を借りることになる。そのような土地は、獣害に遭いやすかったり、物流網

へのアクセスが難しかったり、何かと不利な点がある。ただし、農地確保の問題は、過

疎化の深刻化などにより、少しずつ緩和されつつあるようだ。 

 

 
13 これは一般論であり、販売・経営面の知識・技術も研修生に共有している篤農家もいる。 
14 有機農業の場合は、JAを主要販路として使うことが難しい。JAを通した場合、価格が慣行と

同じになるので利益が出しにくいし、JAの規格に合わせなければならない労もある。 
15 例えば、先輩農家が地域の集客力の高いマルシェで大きな利益を上げていたとしても、自ら

の就農先に集客力の高いマルシェがあるとは限らない。 
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図３－３．研修の内容。有効回答数 79。坂ノ途中（2023）のデータをもとに作成。 

 

３．３．４．「就農後」の段階 

「就農後」の段階では、就農者は文脈依存性の困難に直面する。栽培において、研修

先のやり方でよい結果がでないかもしれないし、そのやり方がそもそも使えないかもし

れない。例えば、研修先では得られていた安価な牛糞堆肥が、自らの就農地域では手に

入らないなどの状況が生じ得る。従って、自らの文脈に合った栽培法を模索することが

必要になる（表３－１）。 

販売においても同様で、独自の販路を開拓することが必要となる。得られる販路も小

口になりがちで、営業や受発注が煩雑になることが多い。販路開拓の労を減らす方法は

存在するが、その方法も万能ではない。一つの方法は、有機農業者団体など市場外の販

路を持つ団体への加入だが（小笠原・草野，2014；山本・竹山，2016）、この方法は近

くに有機農業者団体がなければ使えない16。別の方法としては、流通業者を介した市場

外販売がある。この方法の問題は、必要とされる栽培レベルが上がることである。流通

業者が課す「最低出荷ロット」をクリアしなければならないからだ（櫻井，2018）。加

えて、地理的な理由で物流網へのアクセスにコストがかかる地域では、利益を上げにく

い。利益を上げるためには、市場の需給を考えた戦略的な栽培・販売が必要だが、その

ための基礎的情報（「誰がいつ何を出荷しているか」など）もあまり存在しない。 

 
16 また、この方法で利益を上げるのも簡単ではない。有機農業者団体の買取価格は、一般に高

くない。その意味で、有機農業者団体を通すのは、中間業者を一つ挟むのと同じである。 

研修で学んだと答えた回答者の割合（%）

0 20 40 60 80 100

販路構築・拡大

経理や雇用などの事務作業

投資・経営計画

地域との付き合い方

情報収集方法（病虫害・土壌・気象など）

機械の操作・修理技術

栽培技術

作付け計画

農業についての考え方・理念
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このように、有機農業の場合、就農後の困難は栽培だけでなく多岐にわたることが多

い。このことは、坂ノ途中（2023）の調査結果からも支持される（図３－４）。取引の

ある生産者に対してアンケートを行ったところ、年間売り上げ１千万円以下の農家（就

農５年目までの新規就農者はほとんどこの分類に入る）は、全員が「販路構築・拡大」

を課題として挙げていた。「事業計画・経営計画の構築」も、半数近くが課題として挙

げていた。 

 

図３－４．生産者（年間売り上げ 1千万円未満）の課題。有効回答数 72。坂ノ途中

（2023）のデータをもとに作成。 

 

３．４．外的障害軽減への支援策 

３．４．１．「就農のための情報収集」の段階 

以上に説明した問題を取り除くために、どのような支援が考えられるか？ 「就農の

ための情報収集」の段階で第一に必要なのは、各機関の連携強化である（表３－１）。

現段階では、「農業への入口」（就農相談窓口など）が、有機農業について専門的知識

を持つアクター（研修先農家、有機農業指導員、有機農業参入促進協議会などの既存団

体）と連携できていないことが多い、というのが筆者らの印象である。実際、有機農業

課題であると答えた回答者の割合（%）

0 20 40 60 80 100

資材費の高騰

設備投資のタイミングなどの意思決定

資金繰り

事業計画・経営計画の構築

事務作業

消費者との関係

出荷先との関係

販路構築・拡大

育児など家庭との両立

地域コミュニティとの関係

人材獲得・育成・定着

鳥獣害対策

病虫害対策

品種選定や栽培計画の立案

栽培技術の確立
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への就農希望者が、窓口で慣行農業にするよう強く勧められた17、という話をよく耳に

する。連携強化により、有機農業への就農希望者に、必要な情報を提供できるようにな

るはずだ。 

研修先農家との連携においては、就農相談窓口などが適切な研修先を同定しておくこ

とが重要だ。研修先は玉石混交であり、十分な知識・技術の伝達がなされない研修先も

存在するからだ。有機農業指導員に関しては、アクセスの改善が望まれる。都道府県に

よっては、すでにこの改善に取り組んでいる。例えば京都府は、府内に複数の窓口を設

置し、先進的な農家を有機農業アドバイザーとして登録するなどの努力をしている（農

林水産省，2023c）。 

 

３．４．２．「就農への具体的な準備」の段階 

「就農への具体的な準備」の段階では、栽培に偏りがちな研修内容を、包括的なもの

に」することが効果だ。しかし、研修内容は各農家にまかされているため、研修内容の

改定は簡単ではない。従って、「就農のための情報収集」の段階（先述）と「就農後」

の段階での対応（後述）を拡充させるのが先決だ、というのが筆者らの考えである。 

営農計画作成を支援するためには、さまざまな営農計画をレビューし、成功・失敗例

を数多く見てきたアドバイザーが必要である。そのようなアドバイザーであれば、就農

希望者の文脈に合わせて助言することができるからだ。行政において、そのようなアド

バイザーとして適切なのは、有機農業指導員であろう。有機農業指導員を中心として、

各自治体で情報・経験の統合・体系化が行われると、就農者に対して、その自治体の文

脈に合った助言ができるようになるはずだ。 

農地確保については、行政が空き農地情報を集約しておくことが望ましい（岡本・三

宅，2022）。候補地が多ければ、よい農地を借りられる可能性は高まる。加えて、行政

が、農地確保の公平性を担保するためのガイドラインを示すことも、有効かもしれな

い。ガイドラインにおいて、「農地を借りようとする有機農業への就農者が差別されて

はならない」と明示するのである。似たようなガイドラインは、社会に多く存在する。

例えば、就職における、性別、年齢、障害の有無による差別について、厚生労働省

（2023）がガイドラインを示している。ガイドラインによって差別が直ちになくなるこ

とはないが、一定の効果はあるかもしれない。 

 

３．４．３．「就農後」の段階 

「就農後」における支援としては、就農者の試行錯誤を助ける原理・原則の提供を提

案したい。就農者は、自らの文脈に合わせた栽培・販売を、試行錯誤で確立しなければ

 
17 もちろん、これは窓口担当者に善意によるものであろう。有機農業でやっていくための知

識・技術を提供できる見込みが薄いなら、慣行農業を勧めるのは合理的である。 
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ならない。これには時間がかかる。しかし、試行錯誤のための原理・原則を持っていれ

ば、時間を短縮することができる。原理・原則には、植物生態生理学や経営学が考えら

れる。例えば、1990年代以降の植物生態生理学を知っていれば、光合成と気象、植栽

密度、栄養状態（施肥の有無）などの関係を系統的に理解できる（Leuning et al., 1995; 

Baldocchi and Meyers, 1998）。こうした原理・原則によって、就農者は、研修先や先輩

農家の成功・失敗を体系的に理解し、仮説を持って試行錯誤できるようになる。従っ

て、原理・原則を学習する機会を提供することが、就農後の困難を軽減するはずであ

る。 

さらに、就農者が多様な事例を知ることができる環境も重要である。多様な事例が得

られれば、仮説の精度は高まるからだ。そのためには、就農者同士が経験を共有する場

が必要だ（高津，2007；小笠原・草野，2014）。この場を設定するための根本的な方法

としては、有機農家のクラスター化がある。行政が中心となって、有機農家が多く存在

する地域を作り出すのである18。より小規模な方法としては、散在する有機農家同士を

オンラインで結ぶ、などがある。坂ノ途中では、有機農家同士が互いの経験を共有でき

るよう、イベント（サステイナブル・ファーマーズ・ラボ）を定期的に開催している。

このイベントには、オンライン参加も可能である。 

流通業者が行うことができる支援としては、「有機農業の特性に合った取引方法の開

発・普及」がある。ここには、「有機農業を既存の市場システムに合わせる」のではな

く、「市場システムを有機農業に合わせていく」という発想の転換がある。これは、２

章で述べた「近代の改変」であり、坂ノ途中が取り組んでいることだ。坂ノ途中は、少

量であっても、品質が安定しなくても、取引ができる仕組みを作ってきた。この仕組み

は、デジタル化による受発注の手間の軽減、有機農産物に対する購買者の理解促進

（「品質が安定しないのは自然の摂理である」ことを理解してもらう）、などに支えら

れている。 

加えて、流通業者が有機農産物の需給情報を開示することも、有効かもしれない。こ

れも、坂ノ途中が今取り組もうとしていることである。坂ノ途中は、各作物について直

近１年の供給情報を就農者に共有している。将来的には、供給だけでなく、需要情報も

共有する予定である。このことを通じて、就農者が戦略的に栽培計画を立てられる環境

を整備したいと考えている。ただし、この取り組みはまだ始まったばかりなので、その

有効性がわかるのは先になる。 

 

 
18 クラスター化は、農林水産省の「オーガニックビレッジ」プログラムを通じて進むかもしれ

ない。「オーガニックビレッジ」は農林水産省によるプログラムで、有機農業を推進しようと

する市町村が参加する（農林水産省，2023a）。なお、クラスター化は、有機農家による農地確

保の問題も軽減する可能性もある。 
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３．５．今後必要な調査 

以上、供給側の外的障害に絞って、有機農業への就農者の行き当たる問題を説明して

きた。しかし、これで説明が十分というわけでは決してない。各段階における問題のう

ち、どれが相対的に重要か不明だからだ。 

相対的重要性を明らかにするために、坂ノ途中では、以下のような項目を定期的に調

査していく予定である。第一の調査項目は以下のとおりである。 

 

（１）有機農業への就農希望者の数（「農業への入口（就農相談窓口など）」にアク

セスした人数） 

（２）研修の参加者数 

（３）新たに就農した人数 

（４）離農した人数 

 

１が増えているのに２が増えていないのであれば、「農業の入口」での情報提供など

が不十分な可能性がある。１，２が増えているのに３が増えていないのであれば、研修

生が就農しなかったことを意味する。その理由として考えられるのは、「研修生が就農

に十分な知識・技術を得られたと実感できなかった」「研修先の過酷な経営状況を見て

就農を諦めた」「農地が確保できなかった」などである。１，２，３が増えているが、

４も増えていて、就農者の総数が増えないのであれば、就農後の支援が不十分な可能性

がある。 

以上の項目に加えて、次のような項目を調べると、各段階における障害を軽減するた

めの示唆を得ることができる。「農業の入口」が問題なら、提供情報の内容、アクター

間の連携について、調査が必要となる。この調査の結果を有機農業指導員に提供すれ

ば、改善法を考えてもらえるかもしれない。 

研修に問題がありそうなら、まず、どの就農希望者がどこの研修先に何年行き、何を

学んだかを調べる必要がある。そのうえで、研修修了者の「その後」についての調査を

行い、研修先としてうまく機能しているところ、していないところを選り分けるべき

だ。この結果を「農業の入口」に共有することで、「農業の入口」における連携の問題

も軽減できる。 

農地確保については、就農者に対して、「希望の土地を借りられたか」「借りられな

かった場合は、どのような事情があったのか」を尋ねる必要がある。これによって、農

地確保の問題の大きさと内実を把握することができる。 

就農後の支援が問題なら、次の客観データを取得する必要がある。 

 

• 誰がどこに就農し（不利な土地に就農していないか）、何をどれだけ育ててい

るのか（品目・収量）、秀品率はどの程度か 
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• 育った農産物をどこで、いくらで販売したか、また、どれだけ売れ残ったか 

• どういう体制（雇用の有無など）で、どれだけの売り上げがあり、どれだけの

人件費や資材費がかかり、どれだけの収入があったのか 

 

これらにより、「栽培ができているか」「栽培したものを売ることができているか」

「そして利益が出ているか」を判断できる。この客観データを補う形で、主観データ

（「就農後における課題は何か？」）を取得することで、就農後における課題を明瞭に

把握できる。この把握ができれば、新規就農者に不足しがちな知識・技術について、あ

らかじめ「就農のための情報収集」や「就農への具体的準備」の段階で、就農希望者に

周知できる。研修先に対しても、研修内容の追加・変更を勧めることも可能だ。 

以上のような調査を、坂ノ途中は２０２４年１月に開始する予定だ。みなさまが調査

に回答者として参加してくだされば、冒頭で述べた「有機農業拡大のための地図」はし

だいに精度を増していくはずである。多くの方々の参加をお願いしたい。ご参加いただ

けた方には、調査結果を共有したいと思っている。 
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付録１．富栄養化ポテンシャル-3%の解釈  

Boschiero et al. (2023)のデータによると、富栄養化ポテンシャルについては、有機農

業と慣行農業でほぼ同程度という結果になった（-3%）。しかしこれは、「地球の限

界」における地球化学的循環の観点から、有機農業と慣行農業が同等だということでは

ない。 

なぜかと言うと、LCA研究はローカルな視点に立っているのに対し、「地球の限

界」は広域の視点に立っているからである。LCA研究は、研究対象とする農地におけ

る富栄養化を評価している。この場合、化学肥料と有機肥料は同列に扱うことができ

る。しかし、広域で考えた場合、化学肥料と有機肥料は同列に扱えない。化学肥料は、

生物的に利用不可能だった窒素やリンを、利用可能な形に変換することで生態系内に引

き入れている。一方、有機肥料はすでに利用可能な形で存在する窒素・リンを再利用し

ている。つまり、化学肥料は生態系で循環する窒素・リンの総量を増やすのに対し、有

機肥料は増やさない。この違いにより、LCAによって有機農業と慣行農業で富栄養化

ポテンシャルに違いがないのなら、地球化学的循環の観点からは有機農業の方が好まし

いことになる。 

実際、農業の近代化に伴って生態系に入る窒素・リンの量は増える一方で、その大部

分が作物生産に使われることなく、汚染を引き起こしてきた（Tilman et al., 2002; Yuan 

et al., 2018; Sutton et al., 2019）。従って、窒素・リン過多な状態にある高所得国では、

生態系に入る窒素・リンの割合を下げる必要がある。その一つの方法が、化学肥料から

有機肥料への切り替えである。この方法は、日本を含む東アジアの高所得国で合理性を

持っている。これらの地域では食料需要の増加が見込まれず、土地当たりの生産性を上

げる必要がない。加えて、畜産により十分な量の有機肥料も得られる（Yuan et al., 

2018）。 

ここで注意していただきたいのは、窒素・リン効率を上げることが単に技術的問題で

はなく、パラダイムのシフトでもある点だ。つまり、土地生産性から資源（環境収容

力）生産性へと、パラダイムがシフトしているのである。土地生産性が問題となるの

は、資源が豊富にあり、環境収容力が大きい（汚染が問題とならない）場合である。近

代農業における化学肥料の多投は、この条件において有効な戦略であった。 

しかし、今の地球にはこの条件がすでに存在しない。資源も環境収容力も有限である

ことが、広く認識されるようになって久しい。資源と環境収容力に制限がある場合に

は、存在する資源を大事に使い、汚染を引き起こさないようにするのが最適戦略とな

る。つまり、資源（環境収容力）生産性が重要となる。 
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付録２．Boschiero et al. (2023)と Clark and Tilman (2017)の比較 

Boschiero et al. (2023)と Clark and Tilman (2017)は異なる結果を報告しているが、その

理由は明らかではない。Boschiero et al. (2023)は、結果の相違に気付いているものの、

相違の原因について解析していない。彼女らが相違の原因として示唆しているのは、解

析対象とした農産物の違いである。Boschiero et al. (2023)は植物性の農産物だけを対象

としたが、Clark and Tilman (2017)は動物性の農産物（食肉、牛乳など）も対象としてい

た。 

筆者らが元データを再解析して分かったのは、「両者の相違は、解析対象とした農産

物の違いによるわけではない」ということだ。Clark and Tilman (2017)のデータから、植

物性農産物のデータだけを取り出して再計算を行ってみても、「有機農業は、土壌酸性

化、富栄養化について環境負荷が大きい」、という結果は変わらなかった。 

次に気付いたのは、Boschiero et al. (2023)と Clark and Tilman (2017)で、典型値の計算

法が異なる点だ。Boschiero et al. (2023)は、全データに対する中央値を典型値としてい

る。一方、Clark and Tilman (2017)は、全データを２を底とする対数に変換し、平均値を

計算し、その平均値を指数変換して元に戻している。どちらも元のデータをそのまま平

均しているわけではない。これは、データ分布が対称的でないため、データの平均値が

分布を代表すると仮定できないからだ。この二つの計算法で、より適切なのは中央値を

とる Boschiero et al. (2023)の方法だ。なぜなら、筆者らが Clark and Tilman (2017)のデー

タを見てみたところ、対数変換の後でもまだデータ分布は対称性を持っていなかったか

らだ。そこで、Clark and Tilman (2017)のデータを、Boschiero et al. (2023)の計算法で再

解析してみると、土壌酸性化の環境負荷がゼロを下回った。つまり、Clark and Tilman 

(2017)の元の結果の一部は、計算法による影響を受けていた。 

しかし依然として、富栄養化はゼロを大きく上回っており、Boschiero et al. (2023)と

の相違は解消されなかった。この富栄養化に関する相違は、おそらく、Clark and 

Tilman (2017)が取得できたサンプル数が少なかった（8サンプル）ことによる。筆者ら

が、Boschiero et al. (2023)の 122のデータから 8サンプルをランダムに選んで中央値の

計算を繰り返してみたところ、得られた中央値は大きくばらついた。得られた中央値の

95%が分布する区間（95%信頼区間）は広く、-41%から 36%だった。つまり、信頼ある

中央値を得るためには 8サンプルでは少なすぎる。信頼ある中央値を得るためには、50

サンプル（理想的には 100サンプル）くらい必要だ。信頼区間は、50サンプルのとき-

16%から +8%、100サンプルのとき-12%から+5%だった。 

この議論に関するより詳しい情報は、Komatsu and Rappleye (2023)で得られる。 
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付録３．有機農業と慣行農業を比較した日本の研究 

以下に、現在までに得られる日本の研究事例をまとめた。表 A－１は、有機農業の慣

行農業に対する環境負荷の大きさのデータである。有機農業以外に、特別栽培の米のデ

ータが、林ら（2011）の図２と Hokazono and Hayashi (2012)の Table 6に 1事例ずつあ

る。また、特別栽培の小松菜のデータが Seo et al. (2019)の Table 3に 1事例ある。 

 

表 A－１．日本における研究事例。 

作物 エネルギー

消費 

気候変動 土壌酸性化 富栄養化 文献 

米  -10%   図２，林ら（2011） 

 +17% +37% +109% +37% Table 6, Hokazono and 

Hayashi (2012) 

 -13% -7% -7% +23% 表１，外園・林（2012a） 

 -16%    表１と４，蒲原ら（2013） 

 +60%    表１と４，蒲原ら（2013） 

 +12%    表１と４，蒲原ら（2013） 

 +16%    表１と４，蒲原ら（2013） 

 +35% +57%   表１と２，佐合ら（2009） 

 +375% +564%   表１と２，佐合ら（2009） 

      

大豆 -21% +2% +40% +39% 表７，外園・林（2012b） 

 -19% -22% +37% +30% 表７，外園・林（2012b） 

 -35% -25% -11% -60% 表１，外園・林（2012a） 

      

穀物・豆類の

輪作 

-21% -15% -28% -24% 表１，外園・林（2012a） 

 -24% -14% -26% -25% 表１，外園・林（2012a） 

 -24% -22% -45% -63% 表１，外園・林（2012a） 

 -21% -6% -4% -3% 表１，外園・林（2012a） 

 -29% -19% -35% -50% 表１，外園・林（2012a） 

 -27% -7% -4% -20% 表１，外園・林（2012a） 

 -31% -18% -6% -49% 表１，外園・林（2012a） 

      

小松菜  -67%   Table 3, Seo et al. (2019) 

      

中央値 -20% -22% -7% -22%  

Q1, Q3* -24%, +16% -21%, -2% -27%, +17% -50%, -26%  

サンプル数 18 16 12 12  
*Q1、Q3 はデータのばらつきを表現するパラメータ。それぞれ、小さい方から 1/4、3/4 に当たるデータ

の値を意味する。Q1 と Q3の間の範囲に、1/2 の中間的なサンプルが分布する。 
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